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１．本資料の位置付け（環境配慮契約方針の策定に向けて） 

 

令和元年度に「グリーン購入及び環境配慮契約の実施のための実務支援事業（環境省）」を活用し、電

力の調達に係るコストの削減及び環境負荷の低減を図るため、環境配慮契約方針の策定及び導入を検討

した。また、同年度に本市の職員提案制度において、再生可能エネルギーで発電された新電力等への切

り替えが職員から提案されており、採択には至らなかったものの、環境配慮契約方針の策定及び導入を

検討する上での判断材料となった。 

環境配慮契約方針の策定及び導入を検討する中で、環境配慮契約に取り組むために、各施設の契約状

況や懸念事項の整理等の事前準備が必要となった。そのため、令和元年度中の方針策定及び導入を見送

り、環境配慮契約に取り組む上で必要となる情報を整理することとした。 

本資料は、環境配慮契約の方針策定を検討するに当たって、環境配慮契約に取り組むことの意義、根

拠及び期待される効果並びに導入又は運用に関する疑問点等の必用な情報を整理したものである。今後、

環境配慮契約方針を策定する際に、本資料を活用することで、円滑かつ効率的に方針策定に取り組んで

いく。 
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２．取り組む意義 

 

電気の供給を受ける契約において、環境配慮契約に取り組むことの意義は、以下の点が挙げられる。 

（１）気候変動対策 

新居浜市は、地球温暖化対策の推進に関する法律第２１条に基づく地方公共団体実行計画事務事業編

として、「エコアクションプランにいはま３」を策定しており、節電等による電気使用量の削減、省エネ

機器の導入等により、市の事務事業における温室効果ガス排出量の削減に取り組んでいる。 

日本ではパリ協定を採択し、2030 年までに 2013 年度比 26％の温室効果ガス排出量を削減すること

を約束しているが、製品使用時の工夫や省エネ機器の導入だけでは、目標達成が困難であることから、

CO2 排出係数がより小さい電力に切り替えることが効果的である。 

 

（２）SDGs 

2015 年に国連が採択した SDGs（持続可能な開発目標）では、全ての人が安心して暮らせる持続可能

な社会をつくるために目指す目標が定められている。SDGs に向けた取組は、特定の国や地域の人々だ

けでなく、全ての人や組織が意識し、取り組む必要がある。 

SDGs には、再生可能エネルギーの割合の拡大や持続可能な公共調達の促進が掲げられており、CO2

排出係数の小さい電力や再生可能エネルギーで発電された電力に切り替えることは、SDGs の目標達成

にもつながる取組と言える。 

（SDGs とターゲット） 

7.2 「2030 年までに、世界のエネルギーミックスにおける再生可能エネルギーの割合を大幅に拡

大させる。」 

12.7 「国内の政策や優先事項に従って持続可能な公共調達の慣行を促進する。」 

 

（３）市場の脱炭素への誘導 

CO2 排出係数の小さい電力を選ぶ購入者が増えることで、電力供給市場をさらに脱炭素に切り替える

ことができる。市場を脱炭素へ誘導するために、法律、規制、補助金等の様々な方策が考えられるが、

購入者が CO2 排出係数の小さい電力を選ぶことで、再生可能エネルギーを利用して発電又は販売する事

業者の取組を応援することにつながり、結果的に市場を脱炭素化することができる。 

CO2 排出係数の小さい電力を選ぶ購入者が少なかったり、購入する電力量が小さかったりすると、市

場へ与えるインパクトは小さく、多くの購入者が「CO2 排出係数の小さい電力を選ぶ」という意思を示

すことが大切である。 

地方自治体は、その地域における大口消費者であり、市民や事業者への啓発的かつ経済的効果も大き

いことから、率先して取り組む必要がある。 

 

（４）効率的な行政事務の実施 

自治体は、住民税や法人税等の税金を収入源に、市民や事業者へ様々な行政サービスを提供する役割

がある。歳入の減少や歳出の増加等により財政状況が厳しい中、行政サービスの提供にあたっては、事

務工数や経済的な面から効率的な行政事務の実施が求められる。 

環境配慮契約を導入するに当たり、随意契約から競争入札への形態の変更や電力契約のグループ化

（請求書の一本化等）により、事務工数や契約金額を抑えることができる。 
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３．法的根拠 

 

環境配慮契約に取り組む法的根拠には、「地球温暖化対策の推進に関する法律（温対法）」と「国等に

おける温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関する法律（環境配慮契約法）」がある。 

地球温暖化対策の推進に関する法律（平成十年法律第百十七号） 

（地方公共団体の責務） 

第四条 

２ 地方公共団体は、自らの事務及び事業に関し温室効果ガスの排出の量の削減並びに吸収作用の保全

及び強化のための措置を講ずるとともに、その区域の事業者又は住民が温室効果ガスの排出の抑制等

に関して行う活動の促進を図るため、前項に規定する施策に関する情報の提供その他の措置を講ずる

ように努めるものとする。 

（地方公共団体実行計画等） 

第二十一条 都道府県及び市町村は、単独で又は共同して、地球温暖化対策計画に即して、当該都道府

県及び市町村の事務及び事業に関し、温室効果ガスの排出の量の削減並びに吸収作用の保全及び強化

のための措置に関する計画（以下「地方公共団体実行計画」という。）を策定するものとする。 

２ 地方公共団体実行計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 計画期間 

二 地方公共団体実行計画の目標 

三 実施しようとする措置の内容 

 四 その他地方公共団体実行計画の実施に関し必要な事項 

国等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関する法律（平成十九年法律第五十

六号） 

（地方公共団体及び地方独立行政法人の責務） 

第四条 地方公共団体及び地方独立行政法人は、その温室効果ガス等の排出の削減を図るため、エネル

ギーの合理的かつ適切な使用等に努めるとともに、地方公共団体にあってはその区域の自然的社会的

条件に応じて、地方独立行政法人にあってはその事務及び事業に応じて、経済性に留意しつつ価格以

外の多様な要素をも考慮して、当該地方公共団体及び地方独立行政法人における温室効果ガス等の排

出の削減に配慮した契約の推進に努めるものとする。 

（地方公共団体及び地方独立行政法人における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進） 

第十一条 地方公共団体及び地方独立行政法人は、当該地方公共団体及び地方独立行政法人における温

室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関する方針を作成するよう努めるものとする。 

２ 前項の方針は、地方公共団体にあってはその区域の自然的社会的条件に応じて、地方独立行政法人

にあってはその事務及び事業に応じて、温室効果ガス等の排出の削減に配慮する契約の種類について

定めるものとする。 

３ 地方公共団体及び地方独立行政法人は、第一項の方針を作成したときは、当該方針に基づき、温室

効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進を図るために必要な措置を講ずるよう努めるものと

する。 

４ 地方公共団体及び地方独立行政法人は、温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の締結の実績

の概要を取りまとめ、公表するよう努めるものとする。 
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４．期待される効果 

 

（１）CO2 削減 

環境配慮契約は、CO2 排出係数、再生可能エネルギーの導入状況又は未利用エネルギーの活用状況等

による裾切りを行い、一定点数以上の電力小売事業者が入札に参加する仕組みである。裾切りの基準を

応札が可能な電力小売業者の状況を勘案して設定することで、より CO2 排出係数の小さい電力小売事業

者と契約することができる。また、入札価格が安くても CO2 排出係数が大きい電力小売事業者を除くこ

とができ、CO2 排出係数の悪化による温室効果ガス排出量の増大を回避することができる。 

（参考事例）九州大学 

 

（２）コスト削減 

環境配慮契約は、競争入札への形態変更や、電力契約のグループ化によって１契約あたりの電力総量

を増やし、スケールメリットを出すことができるため、電力小売事業者との契約金額を抑えることがで

きる。ただし、継続的に取り組むことにより、コスト削減幅は小さくなる傾向にある。 

（参考事例）春日部市、吹田市、久留米市、九州大学 

 

（３）事務工数削減 

電力小売事業者に入札参加を促すには、細かく分かれている電力契約をグループ化し、契約する電力

総量を増やす（電力小売事業者が入札に参加したいと思うボリュームにまとめる）ことが大切である。

電力契約をグループ化することで、電力の契約事務や電気代支払いの請求書の枚数を減らし、支払い事

務を減らすことができる。また、複数の部署にまたがる電力契約をまとめることができれば、環境配慮

契約に関する専門的な知識を持たない部署でも取り組むことが可能となるため、自治体全体での事務効

率の向上につながる。 

（参考事例）久留米市、九州大学 
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５．電力小売事業者の参入状況 

 

電力調査統計によると、新電力会社のうち需要実績のある事業者は高圧区分が 353 者、低圧区分が

373 者となっている。また、環境省の調査（令和元年 10 月）によると、四国電力供給区域に参入してい

る事業者も多くいる。 

新居浜市の入札参加資格を保有する７社1について、環境配慮契約法の評価項目で評価したところ、い

ずれの事業者も裾切り基準（70 点）を超える結果となったため、新居浜市においても環境配慮契約の導

入が可能であることが分かった。 

 

 

 
出典：環境配慮契約法の概要及び基本方針・解説資料のポイント（令和元年度環境配慮契約法基本

方針説明会資料より） 

                                                 

1 (株)イーセル、ミツウロコグリーンエネルギー(株)、(株)Looop、日立造船(株)中国支社、(株)リケン

工業、ゼロワットパワー(株)、(株)ホープ 
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出典：環境配慮契約法の概要及び基本方針・解説資料のポイント（令和元年度環境配慮契約法基本

方針説明会資料より） 
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６．導入・運用時の各課の役割 

 

（各課の役割） 

環
境
保
全
課 

導
入
時 

 各電力契約内容の整理、グルーピングの検討 

 裾切り基準の検討（電力小売事業者の仮評価） 

 運用体制（各課の役割、手順）の検討 

 電力小売事業者へのヒアリング 

運
用
段
階 

 契約方針策定（裾切り基準設定）の策定 

 電力小売事業者へ評価項目に関する情報提供依頼・評価（毎年） 

 契約内容のとりまとめ（環境配慮契約の実績公表） 

契
約
課 

 電力事業者への資格登録呼びかけ（2 年有効） 

 電力小売事業者と契約 

 契約内容の伝達（環境保全課へ） 

施
設
所
管
課 

 入札仕様書の作成、入札事務、電力小売事業者との契約事務 

※グルーピングにより電力契約をいくつかにまとめるため、全ての施設所管課が実施す

るわけではない。 

出
納
室 

 所管課からの伝票に基づき支払い 

 

（環境配慮契約 実施フロー図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電
力
小
売
事
業
者 

環境保全課 

①契約方針策定（裾切り基準
設定） 

 
 
 
③評価項目に関する情報提

供依頼（毎年） 
 
④電力小売事業者の評価 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑨契約内容のとりまとめ 
（環境配慮契約の実績公表） 

③情報提出 

契約課 

②電力事業者への資格登
録呼びかけ（2 年有効） 

⑥電力小売事業者と契約 
⑨契約内容の伝達 

②資格登録 

施設所管課 

⑤入札仕様書作成、入札 
 
⑦受電、支払い手続き 

④評価結果伝達 
④評価結果伝達（毎年） 

⑤応札 

⑦電力供給 

出納室 

⑧所管課からの伝票に基
づき支払い 

⑧支払い 
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７．新居浜市の電力契約一覧 
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８．FAQ 

 

Q．新電力の電力が枯渇したり、新電力が倒産したりした場合はどうなるのか。 

A．万一、何らかの理由で新電力の発電所から電力供給ができなくなった場合は、自動的にその地域を

供給区域とする電力会社から電気が供給される仕組みになっている。そのため、電気が止まること

なく新電力の契約料金で継続して電力供給が得られる。また、新電力が倒産などで事業が継続でき

なくなった際には、電力会社には、最終保障約款に基づき需要家に電気を供給する義務があるため、

電力会社から電気の供給を受けることができる。 

出典：月刊総務オンライン https://www.g-soumu.com/special-talk/1505pps1/pps-3.php 

 

Q．新電力から電力の供給を受けている場合、自然災害が発生した際に停電等のトラブルが起こったと

きの対応は、電力会社と新電力のどちらが行うのか。 

A．停電などの原因によって異なるが、既存の送電線を介して電力の供給を受けているため、電力会社

が復旧に当たる。 

出典：月刊総務オンライン https://www.g-soumu.com/special-talk/1505pps1/pps-3.php 

 

Q．新規参入者の排出係数の算出はどのようにすればよいか。 

A．新規参入者の参入年度及び参入の次年度における排出係数の算出については以下を参照。 

●「電気事業者ごとの基礎排出係数及び調整後排出係数の算出及び公表」 

https://ghg-santeikohyo.env.go.jp/calc/cm_ec 

上記に該当しない場合は、当該電気事業者に稼働実績がある場合は、排出係数等の評価項目の提出

を求めて評価を行う。排出係数等の実績の算定が困難な場合は代替値（平成 28 年度実績代替値

0.512kg-CO2/kWh）の使用も検討可能。新規参入（又は参入予定）の電気事業者の評価及び参入の

可否は、最終的に発注者の判断によって行う。 

出典：グリーン契約 Q&A（環境省ホームページ）https://www.env.go.jp/policy/ga/faq/index.html 
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９．導入・運用に関する情報 

 

環境配慮契約（電力供給）の方針策定や運用に関する情報入手先 

 

■環境省 

・環境配慮契約 http://www.env.go.jp/policy/ga/index.html 

・地方公共団体における環境配慮契約法取組事例データベース 

http://www.env.go.jp/policy/ga/bp_mat/01whole-04/index.html 

・地方公共団体のための環境配慮契約導入マニュアル（平成 26 年 2 月） 

https://www.env.go.jp/policy/ga/brief_info/brief-mat_m1.pdf 

・電気事業者別排出係数一覧 

https://ghg-santeikohyo.env.go.jp/calc 

 

環境省 大臣官房環境経済課 

〒100-8975 東京都千代田区霞が関 1ー2―2 

TEL：03-5521-8229 ／E-mail：gpl@env.go.jp 

 

■グリーン購入ネットワーク 

グリーン購入ネットワーク 

〒101-0032 東京都千代田区岩本町 1-10-5 TMM ビル 5F 

TEL：03-5829-6912 ／ FAX：03-5829-6918 

E-mail：gpn@gpn.jp 

https://www.gpn.jp/ 

 

 


